
第１号様式
プロポーザル参加申請書
令和　　　年　　　月　　　日
（宛先）京都市長

　「令和８年度京都市学校跡地活用の推進に係る活用可能性調査等業務委託　公募型プロポーザル募集要項」に記載されている事項を承諾の上、受託候補者選定に応募するため、必要な資料を添えて申し出ます。
　また、同募集要項に記載の参加要件を満たしていることについては、事実と相違ないことを誓約し、京都市から事実を証明する書類の提出を要求された場合は速やかに提出します。
	業　務　委　託　名
	令和８年度京都市学校跡地活用の推進に係る活用可能性調査等業務委託

	１ 参加者
	所在地又は住所
	〒　　－



	
	商号又は名称
	



	
	代表者職氏名
	


	２ 本件に
ついての
連絡先
	担当部署
	

	
	担当者
	

	
	電話番号
	

	
	ＦＡＸ
	

	
	Ｅ－ｍａｉｌ
	

	
	所在地
（申込者所在地と異
なる場合のみ記載）
	〒　　－

	３　京都市
競争入札参加有資格者名簿（登録されている場合）
	コード
	

	
	登録種目
	











第２号様式①
	同種業務履行実績調書（一覧）

	業務名
	発注者
	用途・規模
	履行期間
	業務概要

	
	　
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	



（注）　
１　元請けとしての実績を記入すること。
２　同種実績は、最大5件まで付記すること。
３　記載した業務実績については、第２号様式②を作成すること。








第２号様式②
同種業務履行実績調書（詳細）
	業務名称等
	業務名称
	

	
	分野　
	国又は地方自治体が設置する公共施設整備等に関する事業に係る基本構想若しくは基本計画作成業務、又は民間活力導入可能性調査業務

	
	受託者名
	

	
	発注担当部署
	

	
	契約日
	　　年　　月　　日

	
	契約金額
	　　　　　　　　　　円

	
	履行期間
	　　　　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日

	
	業務完了日
	　　年　　月　　日

	業務概要等　
	


（注）
１　業務履行実績が複数ある場合は、必要に応じて本用紙を複写のうえ記載してください。
２　業務概要等については、当該業務の仕様書等の添付により記載を省略することができます。


第３号様式①
	類似業務履行実績調書（一覧）

	業務名
	発注者
	用途・規模
	履行期間
	業務概要

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	



（注）　
１　元請けとしての実績を記入すること。
２　類似実績は、最大10件まで付記すること。
３　記載した業務実績については、第３号様式②を作成すること。

第３号様式②
類似業務履行実績調書（詳細）
	業務名称等
	業務名称
	

	
	分野　
	国又は地方自治体が設置する公共施設整備等に関する事業に係る基本構想若しくは基本計画作成業務、又は民間活力導入可能性調査業務

	
	受託者名
	

	
	発注担当部署
	

	
	契約日
	　　年　　月　　日

	
	契約金額
	　　　　　　　　　　円

	
	履行期間
	　　　　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日

	
	業務完了日
	　　年　　月　　日

	業務概要等　
	


（注）
１　業務履行実績が複数ある場合は、必要に応じて本用紙を複写のうえ記載してください。
２　業務概要等については、当該業務の仕様書等の添付により記載を省略することができます。


第４号様式①　　　　
配　置　技　術　者　調　書
１　統括責任者
	会社名
	

	氏名
	
	年齢
	

	資格（登録番号）
	
	取得年月
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	業務履行実績等

	年度
	業務名
	発注者
	立場
	業務概要

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	今年度手持業務の状況・予定

	業務期間
	業務名
	発注者
	立場
	業務概要

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


（注）
１　常勤の自社社員であり、参加申請日において雇用関係にあることが確認できる書類（会社名が表示されている社員証等）の写しを添付してください。
２　「所有資格及び取得年」は、建築士法に規定する一級建築士の資格又は技術士法施行規則に規定する技術部門のうち「建設部門」の選択科目において「都市及び地方計画」に係る技術士の資格を有する場合に記載したうえで、これを証明するものとして資格者証等の写しを提出してください。
３　「業務履行実績等」は、国又は地方自治体が設置する跡地活用の整備等に関する事業に係る基本構想若しくは基本計画作成業務又は民間活力導入可能性調査業務の履行実績について記載してください。
４　同種実績を最大5件まで、類似実績は最大10件まで記載してください。
５　「手持業務の状況」は、参加申請日において担当者等として履行中の業務を国内外問わず全て記載してください。
６　「業務履行実績等」「手持業務の状況」の件数が多い場合は、本用紙を複写のうえ記載してください。
７　記載した統括責任者は、業務完了まで特別な事情がない限り変更することができません。


第４号様式➁
配　置　技　術　者　調　書
２　主任技術者
	会社名
	

	氏名
	
	年齢
	

	資格（登録番号）
	
	取得年月
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	業務履行実績等

	年度
	業務名
	発注者
	立場
	業務概要

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	今年度手持業務の状況・予定

	業務期間
	業務名
	発注者
	立場
	業務概要

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


（注）
１　常勤の自社社員であり、参加申請日において雇用関係にあることが確認できる書類（会社名が表示されている社員証等）の写しを添付してください。
２　「所有資格及び取得年」は、建築士法に規定する一級建築士又は技術士法施行規則に規定する技術部門のうち「建設部門」の選択科目において「都市及び地方計画」に係る技術士の資格を有する場合に記載したうえで、これを証明するものとして資格者証等の写しを提出してください。
３　「業務履行実績等」は、国又は地方自治体が発注する民間活力導入に関する業務履行実績（ただし、公共の用に供する建築物の建築又は修繕・模様替を伴う事業に限る。）について記載してください。
４　同種実績を最大5件まで、類似実績は最大10件まで記載してください。
５　「手持業務の状況」は、参加申請日において担当者等として履行中の業務を国内外問わず全て記載してください。
６　「業務履行実績等」「手持業務の状況」の件数が多い場合は、本用紙を複写のうえ記載してください。
７　記載した主任責任者は、業務完了まで特別な事情がない限り変更することができません。


第５号様式
業務従事者配置調書

	氏名
	業務履行実績等
	所有資格

	＜所属事務所・肩書＞
	
	

	

	
	□　建築士法に規定する一級建築士の資格
□　技術士法施行規則に規定する技術部門のうち、「建設部門」の選択科目において「都市及び地方計画」に係る技術士の資格

	
	
	

	

	
	□　建築士法に規定する一級建築士の資格
□　技術士法施行規則に規定する技術部門のうち、「建設部門」の選択科目において「都市及び地方計画」に係る技術士の資格

	
	
	

	

	
	□　建築士法に規定する一級建築士の資格
□　技術士法施行規則に規定する技術部門のうち、「建設部門」の選択科目において「都市及び地方計画」に係る技術士の資格

	
	
	

	

	
	□　建築士法に規定する一級建築士の資格
□　技術士法施行規則に規定する技術部門のうち、「建設部門」の選択科目において「都市及び地方計画」に係る技術士の資格

	
	
	


（注）
１　統括責任者、主任技術者以外に本業務委託へ従事予定の者について記載してください。
２　従事予定者数が多い場合は、本用紙を複写のうえ記載してください。
３　「業務履行実績等」については、国又は地方自治体が発注する民間活力導入に関する業務履行実績がある場合は、該当する業務名、業務概要、契約期間、発注者等を記載してください。
４　所有資格については、取得済みの資格がある場合には、□にチェックしてください。

第６号様式
共同企業体届出書兼委任状

令和　　年　　月　　日　　
　（あて先）京　都　市　長

	共同企業体名称

	代表構成員

	所在地

商号又は名称

代表者職氏名
印


	構成員１

	所在地

商号又は名称

代表者職氏名
印


	構成員２

	所在地

商号又は名称

代表者職氏名
印



令和８年度京都市学校跡地活用の推進に係る活用可能性調査等業務委託における企画提案公募について、以上のとおり共同企業体を結成し、以下の権限を代表構成員に委任します。
　なお、代表構成員は、各構成員の取りまとめ、公募型プロポーザルの参加に係る一切の責任を負うとともに、受注者に選定された場合は、業務の遂行及びそれに伴う当共同体が負担する債務の履行に関し、一切の責任を負うものとします。
　
（委任事項）
１　公募型プロポーザルの参加申出に関する事項
２　その他応募に必要な事項
第７号様式
使用印鑑届
令和　　年　　月　　日　　
　（あて先）京　都　市　長
〇〇共同企業体　　　　　　　　　　　　　
所在地　　　　　　　　　　　　　　　　
代表　商号又は名称　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　


　私は、下記の印鑑を令和８年度京都市学校跡地活用の推進に係る活用可能性調査等業務委託に関し、次の事項について使用したいので届け出します。


（使用印鑑）











　１　企画の提案に関すること
　２　保証金の納付、還付請求及び領収について
　３　受注代金の請求及び受領について
　４　復代理人の選任に関する件

















第８号様式

令和８年度京都市学校跡地活用の推進に係る活用可能性調査等業務委託
質問書
令和　　年　　月　　日

１　連絡先
	会社名
	

	部署名
	

	担当者
	

	電話
	

	ＦＡＸ
	

	Ｅメール
	



２　質問
	募集要項等の
質問箇所
	質　問　内　容

	
	

	
	

	
	

	
	


※　質問件数が多い場合は、行の追加、又は本用紙を複写のうえ記載してください。







